
提案調査名 ○○○国○○○○○○○○○案件化調査
事業提案法人名 （提案社名）

見積金額 円

Ⅰ．　
円

１． 円

２． 円

３． 円

Ⅱ． 直接経費
円

１． 機材製造・購入・輸送費 円

２． 旅費

　航空賃 円

　日当・宿泊料、内国旅費等 円

３． 現地活動費 円

４． 本邦受入活動費 円

Ⅲ． 円

Ⅳ．
円

Ⅴ．
円

Ⅵ． 円

2014年度 中小企業海外展開支援事業～案件化調査～
見積金額内訳書

管理費

消費税及び地方消費税の合計金額（小計の8％）

小計

人件費（外部人材の活用費としてのみ計上）

注）「Ⅴ．消費税」と「Ⅵ．合計」以外は、千円未満を切り捨ててください。

一般管理費等

その他原価

直接人件費

合　　計

注記： 

1. 提案者の欄に、受注者の企業名を忘れずに記入ください。 

2. 契約金額内訳書明細は、すべて消費税抜きの金額を入力してください。 
3. 契約金額内訳書および契約金額内訳書明細は、受注者の責任において検算を行い、契約金額が正確
であることを確認ください。 

様式１ 



円

１．直接人件費 円

（１）現地作業
氏名

（担当業務）
格付

（号）
月額単価
（円）

派遣期間
(M/M)

金額
（円）

所属分類 拘束日数

小　計

（1,000円未満切捨）

注）所属分類は、以下の３種類から選択してください。
　　Ａ．コンサルティング企業
　　Ｂ．コンサルティング企業以外の法人
　　Ｃ．個人

（２）国内作業
氏名

（担当業務）
格付

（号）
月額単価
（円）

派遣期間
(M/M)

金額
（円）

所属分類 稼働日

小　計

（1,000円未満切捨）

注）所属分類は、以下の３種類から選択してください。
　　Ａ．コンサルティング企業
　　Ｂ．コンサルティング企業以外の法人
　　Ｃ．個人

見積金額内訳書明細

I．人件費（外部人材の活用費としてのみ計上）

ドロップダウンリストを
クリックし、表示される3
種類の所属分類から
選択ください。 

拘束日数（本邦出発日から帰国日まで）を合計し、
30日で割った数字の小数点以下第3位を四捨五入
して第2位まで算定します。 

稼働日数（業務を行った日）の合計を 

20日で割った数字の小数点以下第3位

を四捨五入して第2位までを算定してくだ

ドロップダウンリストをクリックし、
表示される3種類の所属分類か
ら選択ください。 

様式２ 



２．その他原価 円

（１）コンサルティング企業
その他原価率

円 × ％ ＝ 円

（２）コンサルティング企業以外の法人
その他原価率

円 × ％ ＝ 円

（３）個人
その他原価率

円 × ％ ＝ 円

（１）+（２）+（３） ＝ 円

（1,000円未満切捨） 円

３．一般管理費等 円

（１）コンサルティング企業

円 × ％ ＝ 円

（２）コンサルティング企業以外の法人

円 × ％ ＝ 円

（３）個人

円 × 0 ％ ＝ 円

（１）+（２）+（３） ＝ 円

（1,000円未満切捨） 円

直接人件費合計額

直接人件費合計額

一般管理費率等

直接人件費合計額

直接人件費＋その他原価 一般管理費率等

I．人件費（外部人材の活用費としてのみ計上）

直接人件費＋その他原価 一般管理費率等

直接人件費＋その他原価

上限120%以内に設定ください。 

上限75%以内に設定ください。 

上限65%以内に設定ください。 

上限40%以内に設定ください。 

上限40%以内に設定ください。 

様式２ 



Ⅱ． 直接経費 円

１． 機材製造・購入・輸送費 円

　1)　機材製造・購入費等 円 注）本調査では当費目は支払い対象外ですので、計上できません。

単　価（円） 数　量 金　額（円） 備　考

別紙明細書１(1)のとおり

別紙明細書１(2)のとおり

別紙明細書１(3)のとおり

（1,000円未満切捨）

　2)　輸送費・保険料・通関手続料 円

単　価（円） 数　量 金　額（円） 備　考

（1,000円未満切捨）

　3)　関税・付加価値税（VAT）等 円

単　価（円） 数　量 金　額（円） 備　考

（1,000円未満切捨）

　　小計（　1）+2） +3）) 円

※金額は全て消費税抜きの金額を入力してください。

③
現
地
工
事

費

合計（①+②+③）

①
本
邦
機
材

製
造
・
購
入

費

②
現
地
機
材

製
造
・
購
入

費

費　　目

合　　計

費　　目

合　　計

小　　　計

費　　目

小　　　計

小　　　計

様式２ 



Ⅱ． 直接経費
２． 旅費

航空賃 円

円

氏名
（担当業務）

現地業務
期間
(日間)

航空賃（円） 経路
搭乗
クラス
（Y/C）

日本の内
国旅費
（円）

小計
（円）

Y 3,800 × 日 ＝ 11,600 × 泊 ＝

3,800 × 日 ＝ 11,600 × 泊 ＝

3,800 × 日 ＝ 11,600 × 泊 ＝

3,800 × 日 ＝ 11,600 × 泊 ＝

3,800 × 日 ＝ 11,600 × 泊 ＝

3,800 × 日 ＝ 11,600 × 泊 ＝

3,800 × 日 ＝ 11,600 × 泊 ＝

3,800 × 日 ＝ 11,600 × 泊 ＝

3,800 × 日 ＝ 11,600 × 泊 ＝

3,800 × 日 ＝ 11,600 × 泊 ＝

3,800 × 日 ＝ 11,600 × 泊 ＝

3,800 × 日 ＝ 11,600 × 泊 ＝

3,800 × 日 ＝ 11,600 × 泊 ＝

合計 合計

（1,000円未満切捨） （1,000円未満切捨）

*航空経路

宿　泊　料（円）*日　　当（円）

日当・宿泊料、内国旅費等

同一の業務従事者が複数回
渡航する場合には、渡航毎の
記入をお願いいたします。 

航空保安料サービス、発券手数料等の消費税
を抜いた額を記入ください。なお発券手数料に
ついては、税抜きの航空券代の5％が精算対象
の上限となりますのでご注意ください。 

宿泊日数は、機中泊を抜いた日数で計上ください。 

電車の運賃等、消費税が内税の
場合についても、消費税分を抜
いて計上ください。 

記入例：  

①成田 → Ａ国Ｂ市 → 成田   
②成田 → Ａ国Ｃ市 → 成田   

滞在日数が連続して30日を超える場合に、その超える

日数の日当・宿泊料の上限額はそれぞれ3,420円、

10,440円、連続して60日を超える場合の上限額は3,040

円、9,280円となります。このため長期派遣の場合には、

日当・宿泊の行を単価毎に分けて記載ください。 

様
式
２

 



Ⅱ． 直接経費

３． 現地活動費 円

費目 単価(円） 数量 金額(円） 備考

合計

（1,000円未満切捨）

現
地
再
委
託
費

小計

車
両
関
係
費

小計

現
地
傭
人
費

小計

現
地
交
通
費

小計

備考欄に金額内訳、委託先名、
委託内容等を記載願います。 

日額単価を記載ください。（当該国の商慣習等にて雇用
保険料等を提案者が負担する際は含めてください。） 

様式２ 



Ⅱ． 直接経費

４． 本邦受入活動費 円

１）航空賃 円

人数 合計

（1,000円未満切捨）

２）本邦受入活動業務費 円

円 × 日　＝ 円

円

Ⅲ． 管理費 円

直接経費合計額 管理費率

円　× ％　＝ 円

（1,000円未満切捨） 円　

受入内容 航空賃

小計

（1,000円未満切捨）

直接経費合計額の10％以内に設定ください。 

様式２ 

「本邦受入活動業務費」は管理費の対象とは

なりませんので、合計額に含めないでください。 



別紙明細書1

(1)　本邦機材製造・購入費 円 注）仕様欄には製品のサイズ等の詳細情報を明記して下さい。

仕　様 数量

(2)　現地機材製造・購入費 円

仕　様 数量

(3)　現地工事費 円
費目 数量

品　　名

単価（円）

現地工事費　計　

備　考

品　　名

金額（円）

備　　　考単　価（円） 金　　　額（円）

品　名

本邦機材製造・購入費　計　　

単　価（円） 金　　　額（円） 備　　　考

現地機材製造・購入費　計


